













Considering Relationship with the Capacity of Schools and Teachers’ 


































模（12 学級～ 24 学級）」であった。ただし、それを下回る形で「適正」（ないしは標準）と設
定している自治体が見られるように、規模設定にバラつきが見られた（表１）。
表１：各自治体の適正規模（N ＝ 71）
設定 12～24学級 12～18学級 9～18学級 その他 規定無 不明
小学校 34 21 0 2 5 9




























小学校教員 1,503 / 2 , 260 66 . 50%
中学校教員   878 / 1 , 395 62 .9 0%












小 規 模 小 学 校 の 課 題 に 関 す る 16 項 目 に つ い て 因 子 分 析 を 行 っ た。 固 有 値 の 変 化
（4.25,1.85,1.45,1.08…）と因子の解釈可能性を考慮し、3 因子構造が妥当であると考えた。そこ
で再度 3 因子を仮定して主因子法・Promax 回転による因子分析を行った。その結果、十分な
因子負荷量を示さなかった 3 項目を除外し、残りの 13 項目に対して再度主因子法・Promax 回
転による因子分析を行った（表 3）。
第 1 因子は、児童の社会性形成に関する課題等の児童集団に関する課題群から構成されて
おり、これを「小規模校の児童集団指導に関する課題（α係数＝ .83）」と命名する。第 2 因子
は、分掌負担や学校行事打ち合わせの難しさ等、教員間の調整に関する課題群から構成されて




大 規 模 小 学 校 の 課 題 に 関 す る 15 項 目 に つ い て 因 子 分 析 を 行 っ た。 固 有 値 の 変 化
（5.26,1.44,1.08…）と因子の解釈可能性を考慮し、2 因子構造が妥当であると考えた。そこで再
度 2 因子を仮定して主因子法・Promax 回転による因子分析を行った。その結果、十分な因子
負荷量を示さなかった 1 項目を除外し、残りの 14 項目に対して再度主因子法・Promax 回転に
よる因子分析を行った（表 4）。
第 1 因子は、児童の帰属意識が希薄になりがちとなる等、児童の集団に関する課題群から構






小 規 模 中 学 校 の 課 題 に 関 す る 18 項 目 に つ い て 因 子 分 析 を 行 っ た。 固 有 値 の 変 化
（4.62,2.13,1.46,1.28…）と因子の解釈可能性を考慮し、4 因子構造が妥当であると考えた。そこ
で再度 4 因子を仮定して主因子法・Promax 回転による因子分析を行った。その結果、十分な





成の課題（α係数＝ .82）」と命名する。第 3 因子は、教員の分掌負担や調整の難しさ等、教員
の負担に関する課題群から構成されており、これを「小規模校の教員集団に関する課題（α係
数＝ .71）」と命名する。第 4 因子は、生徒把握の容易さや同僚性の生じやすさ等の小規模校の
利点に関する逆転項目群であり、これを「小規模校のメリット（α係数＝.68）」と命名する５。
（４）大規模中学校の事象に関する分析
大 規 模 中 学 校 の 課 題 に 関 す る 17 項 目 に つ い て 因 子 分 析 を 行 っ た。 固 有 値 の 変 化
（4.87,1.84,1.38,1.13…）と因子の解釈可能性を考慮し、4 因子構造が妥当であると考えた。そこ
で再度 4 因子を仮定して主因子法・Promax 回転による因子分析を行った。その結果、十分な




















. 707 . 0 4 0 .0 49 . 539 2 . 39 .71
集団における個々の児童の役割や位置づけが固定化
しがちで，社会性が育ちにくいと感じる。 . 6 9 0 . 0 51 - .037 . 506 2 .6 4 .79
教員と児童との関わりが過剰になるため，児童の自主
性の発達が阻害されやすくなると感じる。 . 6 36 - .116 - .027 . 3 48 2 .0 0 .73
体育の授業では，チーム編成などが難しく，活動がし
にくいと感じる。 . 611 . 036 - .0 08 . 393 2 .47 . 80
合唱・合奏など，集団で取り組む学習などでは，グルー
プ編成がしにくいと感じる。 . 5 49 .137 .015 . 393 2 . 57 .79
運動会など，学年ごとの演技や種目の実施などでは，
児童の発達の段階に応じた活動をしにくいと感じる。 . 472 .10 0 .097 . 301 2 . 2 8 .75
指導に当たる教員が少ないため，クラブ活動等で児童
の多様な要望に応えることが難しいと感じる。 -.0 08 . 6 43 - . 015 .4 05 2 .97 . 81
修学旅行や自然教室など，学年行事の実施にあたって
教員の調整などがしにくいと感じる。 -.042 . 62 4 . 037 . 379 2 .65 . 82
不審者の侵入時や災害等の緊急時に他の教員の支援
を受けにくく，児童の安全を確保しにくいと感じる。 .013 . 5 41 . 011 . 303 2 . 5 4 . 81
標準規模(12～24学級)校に比べ教員一人あたりの校務
分掌上の負担が大きくなると感じる。 .048 . 497 - . 078 . 259 3 .43 .72
管理職を含めて，全教員がすべての児童を知っている
ため，生徒指導面の共通理解がしやすいと感じる。 -.130 .035 . 704 .498 1 .6 4 .66
教員がお互いに協力的で，教員全体の同僚性や協働性
が生まれやすいと感じる。 .134 - .0 69 . 6 86 .4 86 1 .76 .69
Note. N=755. 因子分析は主因子法・プロマックス回転による。因子間相関係数は、Ⅰ - Ⅱ；.46, Ⅰ













. 762 - . 02 4 . 558 2 .18 .69
児童の学級集団に対する所属感・連帯感が希薄になりがちで




. 712 . 015 . 521 2 . 32 .71
学校全体で教育目標の共通理解が不十分になり，一貫性のあ
る教育活動を推進しにくいと感じる。 . 6 95 . 010 .492 2 . 22 .68
日常的な相談や児童についての情報交換ができる教員が学
校内にいないと感じる。 . 671 - .192 . 328 1 .91 .66
不審者の侵入時や災害等の緊急時に他の教員の支援を受け
にくく，児童の安全を確保しにくいと感じる。 . 619 - .158 . 2 87 2 .15 .71
生徒指導では，共通理解に立った適切な指導や対応を欠くお
それがあると感じる。 . 5 0 0 . 3 05 . 531 2 .45 .74
学級を超えた同学年および学校全体としての，児童同士の良
好な人間関係が生まれにくいと感じる。 . 4 89 . 2 49 .452 2 . 29 .70
学級担任によって教科の指導内容や進み具合が異なること
が多いと感じる。 . 4 25 . 0 78 . 228 2 .49 .66
他学年の児童の性格や行動を把握することが難しいと感じ
る。 -.160 . 792 .496 3 . 21 .65
教員と児童との関わりが，担任する学級だけにとどまりが
ちだと感じる。 .218 . 4 65 . 3 89 2 . 52 .73
学年間の教員相互間の連絡，連携が不十分になりがちだと感
じる。 .303 . 4 0 6 .4 09 2 .60 .77
運動場，体育館の共用や特別教室利用の競合等が生じ，日常
の教育活動に支障をきたしやすいと感じる。 -. 293 . 370 . 0 8 8 3 .0 6 . 83
Note. N=619. 因子分析は主因子法・プロマックス回転による。因子間相関係数は、Ⅰ - Ⅱ；.62。
「標準規模（12 ～ 24 学級）校に比べ，教員一人あたりの校務分掌上の負担が小さくなると感じ
る。（平均値 =1.94、SD=.83）」・「教員がお互いに協力的で，教員全体の同僚性や協働性が生まれや







1 2 3 4
集団における個々の生徒の役割や位置づけが固定化




. 732 . 0 81 - .030 .0 04 . 590 2 .19 .73
生徒がお互いに刺激しあって学習意欲を高め，学力
を向上させることが期待しにくいと感じる。 . 678 . 015 - .0 41 .025 .450 2 . 25 .75
教員と生徒との関わりが過剰になるため，生徒の自
主性の発達が阻害されやすくなると感じる。 . 477 - . 0 04 .052 - .0 86 . 260 1 .9 0 .66
合唱・合奏など，集団で取り組む学習などでは，グ
ループ編成がしにくいと感じる。 -.060 . 9 55 - . 0 83 - .0 01 .785 2 .19 .79
体育の授業では，チーム編成などが難しく，活動がし




.170 . 614 - . 026 - .023 . 508 2 .10 .75
標準規模(12～24学級）校に比べ教員一人あたりの校
務分掌上の負担が大きくなると感じる。 -.032 - .073 . 628 . 0 70 . 327 3 . 33 .76
指導に当たる教員が少ないため，部活動等で生徒の












.065 - .026 . 4 26 - .182 . 267 2 . 26 .79
修学旅行やふれあい合宿など，学年行事の実施にあ
たって教員の調整などがしにくいと感じる。 .019 . 269 . 4 2 0 - . 028 . 377 2 .63 . 9 0
管理職を含めて，全教員がすべての生徒を知ってい
るため，生徒指導面の共通理解がしやすいと感じる。 -.0 08 .034 .074 . 8 8 4 .75 4 3 . 21 .74
教員がお互いに協力的で，教員全体の同僚性や協働
性が生まれやすいと感じる。 .020 - .021 - .0 62 . 578 . 3 57 3 .12 .71
Note. N=650. 因子分析は主因子法・プロマックス回転による。因子間相関係数は、Ⅰ - Ⅱ；.57, Ⅰ
- Ⅲ；.42, Ⅰ - Ⅳ；-.03, Ⅱ - Ⅲ；.48, Ⅱ - Ⅳ；-.06, Ⅲ - Ⅳ；-.24。「日常的な相談や生徒についての情報交
換ができる教員が学校内にいないと感じる（平均値 =1.80、SD=.69）」・「管理職からの指導や点検的
な働きかけが多いように感じる（平均値 =2.19、SD=.73）」・「担任の考えや個性を出せる学級経営が
しやすいと感じる（平均値 =2.31、SD=.74）」の 3 項目は、因子負荷量が「.35」を下回っており、
因子解釈可能性を考慮して除外した。









. 8 08 - . 026 - .0 09 .628 2 .12 .6 4
生徒の学級集団に対する所属感・連帯感が希薄になり




. 6 49 - . 0 03 .090 .477 2 . 26 .66
学級を超えた同学年および学校全体としての，生徒同
士の良好な人間関係が生まれにくいと感じる。 . 521 .185 - .020 . 384 2 . 2 8 .66
日常的な相談や生徒についての情報交換ができる教
員が学校内にいないと感じる。 . 495 . 013 .0 66 . 2 84 1 .96 .6 4
不審者の侵入時や災害等の緊急時に他の教員の支援
を受けにくく，生徒の安全を確保しにくいと感じる。 . 479 - .135 .140 . 2 45 2 .03 .66
学校全体で教育目標の共通理解が不十分になり，一貫
性のある教育活動を推進しにくいと感じる。 . 4 60 . 316 - .0 05 .4 46 2 . 37 .70
学年間の教員相互間の連絡，連携が不十分になりがち
だと感じる。 -.169 1 .010 - . 020 . 870 2 .92 .75
生徒指導では，共通理解に立った適切な指導や対応を
欠くおそれがあると感じる。 .089 . 6 53 - . 036 .4 66 2 .74 .68
教員と生徒との関わりが，担任する学級だけにとど
まりがちだと感じる。 .178 . 3 91 . 010 . 256 2 .47 .72
他学年の生徒の性格や行動を把握することが難しい
と感じる。 -.023 . 371 . 3 0 4 . 323 3 . 32 .71
運動場，体育館の共用や特別教室利用の競合等が生
じ，日常の教育活動に支障をきたしやすいと感じる。 .013 - .0 45 . 719 .497 2 .92 . 81
体育館や運動場を使う部活動が制約を受けることが




.055 .106 . 5 03 . 3 4 6 2 .62 .76
学級によって同教科の指導内容や授業の進み具合が
異なることが多いと感じる。 .016 .159 . 4 0 6 . 2 60 2 .4 6 .68
Note. N=266. 因子分析は主因子法・プロマックス回転による。因子間相関係数は、Ⅰ - Ⅱ；.48,
Ⅰ - Ⅲ；.43, Ⅱ - Ⅲ；.48。「教員がお互いに協力的で，教員全体の同僚性や協働性が生まれやす
いと感じる。（平均値 =2.56、SD=.67）」・「標準規模 (12 ～ 24 学級）校に比べ，教員一人あたり





























被説明変数として、表 3 ～ 6 で析出した小規模校・大規模校における課題について、因子ご
とにそれぞれ下位尺度に相当する項目の平均値を算出したものを使用する。分析方法は、一元
配置の分散分析を採る６。記述統計量は表 8・10、分析結果は、表 9・11 － 1、11 － 2 の通り
である。表１１－１は、ルビーンの等分散性検定において、等分散性の仮定が満たされなかっ
たため、別途ウェルチの F 検定を行ったものの結果である。
分析の結果、 小学校調査では、「小規模校の児童集団指導に関する課題」 が F（3,775）





（44） 熊本学園大学論集『総合科学』　第 20 巻　第 2 号　（通巻 40 号）― 44 ―
（10）
表８：小学校調査の記述統計
　 　 規模 過小規模校 小規模校 標準規模校 大規模校
小規模校
小規模校の児童集団
N 154 192 388 45
平均 2 .56 2 .19 2 .41 2 . 39
SD 0 . 54 0 .4 6 0 . 5 4 0 .49
小規模校の教員に関する課題
N 159 190 394 45
平均 2 .91 2 .95 2 . 87 2 . 87
SD 0 . 56 0 . 57 0 . 56 0 . 56
小規模校のメリット
N 159 190 392 42
平均 3.55 3 . 30 3 . 21 3 . 26
SD 0 . 53 0 . 56 0 . 59 0 . 53
大規模校大規模校の児童集団
N 55 71 426 89
平均 2 .25 2 .19 2 .19 2 .17
SD 0 .43 0 .47 0 .47 0 . 50
大規模校の教員に関する課題
N 56 71 421 89
平均 2 .86 2 . 81 2 . 80 2 .72
SD 0 . 56 0 .45 0 . 52 0 .4 8
表９：小学校調査の一元配置分散分析結果




規模 12.071 3 4.024 14.930 .000 0.055




規模 0.823 3 0.274 0.874 .454 0.003
誤差 245.998 784 0.314
全体 246.821 787
小規模校のメリット
規模 13.533 3 4.511 13.954 .000 0.051





規模 0.255 3 0.085 0.383 .765 0.002




規模 0.745 3 0.248 0.952 .415 0.005










N 55 396 225
平均 2 .81 2 .79 2 . 8 4
SD 0 .46 0 . 56 0 . 51
小規模校の生徒集団指導に関す
る課題
N 55 402 228
平均 2 .55 2 .14 2 .15
SD 0 . 54 0 . 55 0 . 56
活動グループ編成の課題
N 52 394 222
平均 2 .56 2 .08 2 . 26
SD 0 .72 0 .6 4 0 .66
小規模校のメリット
N 55 406 227
平均 3.40 3 .09 3 . 25




N 19 127 136
平均 2 .26 2 .15 2 .15
SD 0 .47 0 .46 0 .4 4
大規模校の教員に関する課題
N 18 123 130
平均 2 .90 2 . 82 2 .9 0
SD 0 . 52 0 . 55 0 . 52
大規模校の教科指導や施設面に
関する課題
N 18 128 135
平均 2 .72 2 .70 2 . 83
SD 0 .48 0 . 57 0 . 51
表１１－１：中学校調査の一元配置分散分析結果
Welch の F 検定 漸近的 F 分布 df1 df2 p
小規模校 小規模校のメリット 10 . 545 2 152 .040 .0 0 0
 
（46） 熊本学園大学論集『総合科学』　第 20 巻　第 2 号　（通巻 40 号）― 46 ―
（12）
表１１－２：中学校調査の一元配置分散分析結果




規模 .353 2 0.176 0.612 .543 0.002




規模 8.353 2 4.176 13.601 .000 0.038




規模 12.937 2 6.468 15.206 .000 0.044





規模 .203 2 0.102 0.500 .607 0.004




規模 .440 2 0.220 0.776 .461 0.006





規模 1.087 2 0.543 1.891 .153 0.013
誤差 79.911 278 0.287
全体 80.998 280
中学校調査では、「小規模校の生徒集団指導に関する課題」が F（2,682）=13.601、p=.000、





































This article is considering relationship with the capacity of schools and teachers’ mental work 
stress including school guidance. A result of the analysis, the following point have been extracted. 
The relationship between capacity of schools and teachers’ mental work stress has been extracted 







（48） 熊本学園大学論集『総合科学』　第 20 巻　第 2 号　（通巻 40 号）― 48 ―
（14）
３：第 2・第 3 因子のα係数は 0.7 を切っており低めではあるが、項目数が少ないことを考慮し、
そのまま記載している。
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